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包括外部監査結果に基づく措置状況の公表 

平成24年度包括外部監査結果に基づく措置状況について、次のとおり新潟県知事から通知があったので、地方

自治法（昭和22年法律第67号）第252条の38第６項の規定により、その内容を公表する。 

平成25年８月９日 

新潟県監査委員  野 上  信 子 

新潟県監査委員  小 林  林 一 

新潟県監査委員  桜 井  甚 一 

新潟県監査委員  石 上  和 男 
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１　指摘に対する措置
　(1)　適正な補助金等の執行
　　ア　補助金等に係る事務手続きについて
№ 項目 指摘の内容 補助金等名称 措置の内容

1
共同店舗総合支援事業費
補助金

　交付要綱を改正した。

2
商店街再生支援事業費補
助金

　交付要綱を改正した。

3 観光基盤整備事業補助金 　交付要綱を改正した。

4
にいがた畜産トップブラ
ンド生産拡大推進事業費
補助金

　平成24年度で事業終了

5
ふるさと越後の家づくり
事業補助金

　事業実施要領を改正し
た。

6
再造林低コスト化実証補
助事業

　平成25年度から、交付要
綱の規定に基づき遂行状況
報告書の提出を求める。

7
利用間伐ジャンプアップ
対策事業

　平成24年度で事業終了

8
民有林造林事業（森林組
合等受託施業推進事業）
補助金

　事業実施要領を改正し
た。

２　意見に対する措置
　(1)　適正な補助金等の執行
　　ア　補助金等に係る事務手続きについて
№ 項目 意見の内容 補助金等名称 措置の内容

9
新潟県ご当地グルメイベ
ント開催費補助金

　交付要綱を改正した。

10
新潟県魅力ある観光地づ
くり支援事業補助金

　交付要綱を改正した。

11
担い手育成支援事業補助
金

　交付要綱を改正した。

12
土地改良施設維持管理適
正化補助金

　交付要綱を改正した。

13
棚田地域保全対策事業補
助金

　交付要綱を改正した。

14
農業集落排水整備事業起
債償還助成

　交付要綱を改正した。

　イ　補助対象経費の適正性について
№ 項目 意見の内容 補助金等名称 措置の内容
15 新潟県観光協会補助金 　交付要綱を改正した。
16 観光振興事業補助金 　交付要綱を改正した。

17
使途の確認
の十分性に
ついて

　実際に交付した補助等の金
額及び内容を各種帳簿記録及
び支出証憑と照合し、交付要
綱等に定められた経費の範囲
において補助金等が使用され
ているか検証することが望ま
しい。

新潟県旅館生活衛生同業
組合補助金

　平成24年度実績報告から
検証を実施する。

18

県派遣職員
人件費を含
む補助金等
について

　「にいがた産業創造機構運
営費補助金」については、新
潟県出資法人経営評価委員会
の「平成22年度出資法人見直
し 最終評価結果」（平成22年
12月17日）を踏まえた検討を
進めるべきである。

にいがた産業創造機構運
営費補助金

　出資法人経営評価委員会
の意見を踏まえ、法人の自
主的運営確保等の観点か
ら、法人の裁量において弾
力的な運営が可能となるよ
う交付金制度に移行したほ
か、県派遣職員の一部引き
揚げを実施している。

平成24年度 包括外部監査結果に基づく措置内容
テーマ 「補助金等の事務の執行について」

　補助等の対象となる経費
は、団体が行う事業費に限定

事業費補助
金の補助等

交付要綱等
で定める
「状況報告
書」の提出
状況につい
て

　交付要綱等で、状況報告の
手段として様式を定めた「状
況報告書」の提出を定めてい
るが、「状況報告書」が提出
されていない補助事業等があ
る。
　当該補助事業等について
は、交付要綱等に従って「状
況報告書」を提出させるべき
であり、代替的手段により
「状況報告書」の提出を求め
ないことに合理性が認められ
る場合は、実態に即して交付
要綱等を改訂することが望ま
しい。

「状況報
告」の定め
はないが
「状況報告
書」の提出
を受けてい
る補助事業
等について

　交付要綱等上、「状況報
告」の定め自体はないが、
「状況報告書」の提出又は代
替的手段により状況報告を受
けている補助事業等がある。
　当該補助事業等は、状況報
告が確実になされるように交
付要綱等を改訂することが望
ましい。
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　ウ　補助金等の算定方法について
№ 項目 意見の内容 補助金等名称 措置の内容

19

対象経費の
負担に留意
すべき補助
金について

　青年農業者等育成センター
が実施する就農支援資金貸付
金に対し、「貸倒引当金の積
立に要する経費」を補助対象
としている。貸倒リスクの顕
在化抑制と県の更なる財政負
担の回避のためにも、関係機
関と連携して借受者の経営状
況の把握に努めてもらいた
い。

青年農業者等育成セン
ター補助金

　毎年度実施している「新
規就農者経営状況調査」に
て、経営状況に問題がある
と判断された借受者に対し
ては、補助金交付団体と連
携して経営指導等を行い、
これまで貸倒れは発生して
いない。さらに、平成24年
度から同調査の対象を拡大
したほか、補助金交付団体
に一層債権管理に留意する
よう指導を行い、借受者の
経営状況等の把握に努めて
いる。

(2)　効果的な補助金等の執行
　ア　各事業の効果測定等について
№ 補助金等名称 意見の内容 措置の内容

20
新潟県中小企業連
携組織対策事業費
補助金

　事業の目的は「中小企業連携組織の
推進並びに中小企業団体の育成及び指
導を促進すること」であり、効果測定
にあたっては、取組実績だけでなく活
動の成果を把握することも検討された
い。

　補助事業により指導を受けている団
体の中から任意に抽出した団体に対
し、指導の効果・成果等の聞き取りを
行うなどして、事業全体としての効果
を客観的に評価していく方法を検討す
る。

21
小規模事業経営支
援事業費補助金

　事業の目的は「地域経済社会の形成
に大きな役割を果たしている小規模事
業者等の振興と安定に寄与すること」
であり、効果測定にあたっては、取組
実績だけでなく活動の成果を把握する
ことも検討されたい。

　補助事業により指導を受けている企
業・事業者の中から任意に抽出した者
に対し、指導の効果・成果等の聞き取
りを行うなどして、事業全体としての
効果を客観的に評価していく方法を検
討する。

22
産地の経営環境改
善事業補助金

　各交付先の取組実績や活動の成果を
把握するだけでなく、事業全体として
の効果を客観的にどのように評価して
いくのか検討されたい。

　補助事業終了後、外部の専門家で構
成される「補助事業計画審査委員会」
の評価を受けるなど、事業全体の効果
を客観的に評価する方法を検討する。

23
共同店舗総合支援
事業費補助金

　事業区分が複数あることから、事業
区分毎の取組実績や活動の成果を把握
するだけでなく、事業全体としての効
果を客観的にどのように評価していく
のか検討されたい。

　事業区分毎の取組実績等を踏まえ、
事業全体としての効果を客観的に評価
していく方法を検討する。

24
買い物利便性向上
モデル事業費補助
金

　各交付先の取組実績や活動の成果を
把握するだけでなく、事業全体として
の効果を客観的にどのように評価して
いくのか検討されたい。

　交付先毎の取組実績等を踏まえ、事
業全体としての効果を客観的に評価し
ていく方法を検討する。

25
商店街再生支援事
業費補助金

　各交付先の取組実績や活動の成果を
把握するだけでなく、事業全体として
の効果を客観的にどのように評価して
いくのか検討されたい。

　交付先毎の取組実績等を踏まえ、事
業全体としての効果を客観的に評価し
ていく方法を検討する。

26
新潟県観光協会補
助金

　事業の成果や取組の実績を把握し、
政策目標に対する事業の効果を分析す
ることを検討されたい。

　取組の実績を把握し、観光振興への
事業効果に関する適切な分析・評価方
法について検討する。

27
新潟県旅館生活衛
生同業組合補助金

　事業の成果や取組の実績を把握し、
政策目標に対する事業の効果を分析す
ることを検討されたい。

　取組の実績を把握し、観光振興への
事業効果に関する適切な分析・評価方
法について検討する。

28
観光振興事業補助
金

　事業の成果や取組の実績を把握し、
政策目標に対する事業の効果を分析す
ることを検討されたい。

　取組の実績を把握し、観光振興への
事業効果に関する適切な分析・評価方
法について検討する。
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№ 補助金等名称 意見の内容 措置の内容

29
新潟県農林水産業
総合振興事業費補
助金

　農林水産業の総合的な振興を目的と
して、多種多様な事業により構成され
ているため、事業種目毎に、効果測定
の方法も異なり、事業全体としての効
果測定が難しい。事業細目毎に取組実
績や活動の成果を把握するだけでな
く、その目的や内容に応じた効果を客
観的にどのように評価していくのか検
討されたい。

　各交付先の取組実績に基づく事業全
体の評価方法について検討し、平成25
年度内を目途に結論を得る。

30
担い手育成総合支
援協議会設置事業
費補助金

　「研修会等の開催回数」及び「研修
会等参加者数」以外にも、事業の目的
として、経営体の体質強化や売上の向
上を上げていることから、「研修会開
催」後の活動の成果を把握することも
検討されたい。

　平成24年度で事業終了

31

農地面的集積促進
事業（農業経営継
承円滑化事業）費
補助金

　事業目的は「意欲ある若手に農地が
集積される仕組みづくり」であること
から、継承円滑化計画作成のための、
集落検討会や研修会等を開催した活動
の成果を把握することも検討された
い。

　平成24年度で事業終了

32
中山間地域広域連
携等活性化支援事
業費補助金

　各交付先の取組実績や活動の成果を
把握するだけでなく、事業全体として
の効果を客観的にどのように評価して
いくのか検討されたい。

　各交付先の取組実績に基づく事業全
体の評価方法について検討し、平成25
年度内を目途に結論を得る。

33
中山間地域等パー
トナーシップ確立
支援事業費補助金

　各交付先の取組実績や活動の成果を
把握するだけでなく、事業全体として
の効果を客観的にどのように評価して
いくのか検討されたい。

　各交付先の取組実績に基づく事業全
体の評価方法について検討し、平成25
年度内を目途に結論を得る。

34
園芸生産・流通対
策事業費補助金

　事業の目的は「果樹、花き、葉たば
この生産振興や販売促進による園芸産
地の発展と園芸農家の安定経営」であ
り、効果測定にあたっては、取組実績
だけでなく活動の成果を把握すること
も検討されたい。

　各交付先の取組実績に基づく活動成
果の評価方法について検討し、平成25
年度内を目途に結論を得る。

35

農産物海外フロン
ティア開拓支援事
業（新潟県食品・
流通振興事業費補
助金）

　事業の成果や取組の実績を把握し、
政策目標に対する事業の効果を分析す
ることを検討されたい。

　平成24年度で事業終了

36
クロアワビ種苗生
産支援事業費補助
金

　補助金額（補助率）は、交付要綱上
定めているものではなく、佐渡市との
協議・合意により決定している。その
結果、H21年度以降、運営費収支不足額
全額補助から、1/2 補助に変更してい
る。従って、佐渡市のクロアワビ運営
事業の評価に留意されたい。

　佐渡市が実施するクロアワビ運営事
業について、生産状況の進捗に関して
佐渡市と情報共有しながら、事業費の
執行状況に関しても把握・分析し評価
するとともに、技術的な指導を継続す
る。

37
担い手育成支援事
業補助金

　事業の成果や取組の実績を把握し、
政策目標に対する事業の効果を分析す
ることを検討されたい。

　これまでどおり事業の成果や取組実
績について実績報告書等による把握を
継続し、平成25年度から事業実施地区
でのアンケート調査により事業効果を
分析する。

38
土地改良施設維持
管理適正化補助金

　事業の成果や取組の実績を把握し、
政策目標に対する事業の効果を分析す
ることを検討されたい。

　これまでどおり事業の成果や取組実
績について実績報告書等による把握を
継続し、平成25年度から事業実施地区
でのアンケート調査により事業効果を
分析する。
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№ 補助金等名称 意見の内容 措置の内容

39
県単農業農村整備
事業補助金

　事業の成果や取組の実績を把握し、
政策目標に対する事業の効果を分析す
ることを検討されたい。

　これまでどおり事業の成果や取組実
績について実績報告書等による把握を
継続し、平成25年度から事業実施地区
でのアンケート調査により事業効果を
分析する。

40
団体営基幹水利施
設ストックマネジ
メント事業助成費

　事業の成果や取組の実績を把握し、
政策目標に対する事業の効果を分析す
ることを検討されたい。

　これまでどおり事業の成果や取組実
績について実績報告書等による把握を
継続し、平成25年度から事業実施地区
でのアンケート調査により事業効果を
分析する。

41
地域農業水利施設
ストックマネジメ
ント事業補助金

　事業の成果や取組の実績を把握し、
政策目標に対する事業の効果を分析す
ることを検討されたい。

　これまでどおり事業の成果や取組実
績について実績報告書等による把握を
継続し、平成25年度から事業実施地区
でのアンケート調査により事業効果を
分析する。

42
国営造成施設管理
体制整備促進事業
補助金

　事業の成果や取組の実績を把握し、
政策目標に対する事業の効果を分析す
ることを検討されたい。

　これまでどおり事業の成果や取組実
績について実績報告書等による把握を
継続し、平成25年度から事業実施地区
でのアンケート調査により事業効果を
分析する。

43
基幹水利施設管理
事業補助金

　事業の成果や取組の実績を把握し、
政策目標に対する事業の効果を分析す
ることを検討されたい。

　これまでどおり事業の成果や取組実
績について実績報告書等による把握を
継続し、平成25年度から事業実施地区
でのアンケート調査により事業効果を
分析する。

44

農山漁村活性化プ
ロジェクト支援交
付金（農用地等集
団化事業）

　事業の成果や取組の実績を把握し、
政策目標に対する事業の効果を分析す
ることを検討されたい。

　これまでどおり事業の成果や取組実
績について実績報告書等による把握を
継続し、平成25年度から事業実施地区
でのアンケート調査により事業効果を
分析する。

45
棚田地域保全対策
事業補助金

　事業の成果や取組の実績を把握し、
政策目標に対する事業の効果を分析す
ることを検討されたい。

　これまでどおり事業の成果や取組実
績について実績報告書等による把握を
継続し、平成25年度から事業実施地区
でのアンケート調査により事業効果を
分析する。

46

農山漁村活性化プ
ロジェクト支援交
付金（里地棚田保
全整備事業）

　事業の成果や取組の実績を把握し、
政策目標に対する事業の効果を分析す
ることを検討されたい。

　これまでどおり事業の成果や取組実
績について実績報告書等による把握を
継続し、平成25年度から事業実施地区
でのアンケート調査により事業効果を
分析する。

47

農山漁村活性化プ
ロジェクト支援交
付金（基盤整備促
進事業）

　事業の成果や取組の実績を把握し、
政策目標に対する事業の効果を分析す
ることを検討されたい。

　これまでどおり事業の成果や取組実
績について実績報告書等による把握を
継続し、平成25年度から事業実施地区
でのアンケート調査により事業効果を
分析する。

48
農村振興総合整備
事業

　事業の成果や取組の実績を把握し、
政策目標に対する事業の効果を分析す
ることを検討されたい。

　これまでどおり事業の成果や取組実
績について実績報告書等による把握を
継続し、平成25年度から事業実施地区
でのアンケート調査により事業効果を
分析する。

49
建設業経営相談等
支援事業補助金

　事業の成果や取組の実績を把握し、
政策目標に対する事業の効果を分析す
ることを検討されたい。

　相談件数及びセミナー等の参加者数
等により、引き続き事業の成果や取組
の実績を把握するとともに、平成25年
度から、政策指標である利益率の向上
に対する効果を検証する。

50

Made in 新潟 プ
ラチナ技術 販路
開拓支援事業補助
金

　早急に事業の効果測定方法を策定す
る必要がある。

　事業成果を把握できる効果測定方法
を検討し、平成25年度内に策定する。


